問一　近世封建社会の成立

　近世の政治・社会体制を幕藩体制とよんでおり，将軍を頂点に諸大名が全国の土地と人民を分割支配する統治体制をいい，それを可能にしたのが兵農分離・石高制・鎖国である。

豊臣政権が打ち出した中心政策は検地と刀狩であった。秀吉は新しく獲得した領地に次々と検地を施行したがこれらの一連の検地を太閤検地という。

太閤検地は土地の面積表示を新しい基準のもとに定めた町・段・畝・歩に統一するとともにそれまでまちまちであった升の要領も京升に統一して村ごとに田畑・屋敷地の面積・等級を調査して石高（村高）を定めた。
秀吉は天下統一を終えた１５９１年に全国の大名に対してその領国の検地帳と国絵図の提出を命じた。これにより全ての大名の石高が正式に定まり大名は支配する領国の石高にみあった軍役を奉仕する体制ができあがった。
荘園制下の農民は刀などの武器を持つものが多く土一揆や一向一揆などではこれらの武器が威力を発揮した。そこで秀吉は一揆を防止し農民を農業に専念させるために１５８８年に刀狩令を出し農民の武器を没収した。
ついで１５９１年に秀吉は人掃令を出して武家奉公人が町人・百姓になることや百姓が商人・職人になることなどを禁じて翌年に関白豊臣秀次が朝鮮出兵の人員確保のために前年の人掃令を徹底して武家奉公人・町人・百姓の職業別にそれぞれの戸数・人数を調査・確定する全国的な戸口調査をおこなった。

その結果として諸身分が確定することになったので人掃令のことを身分統制令ともいう。

こうして検地・刀狩・人掃令などの政策によって兵農分離が完成したのである。

そして、太閤検地の結果、①幾層にも分かれていた土地の所有者が１人に固定され、荘園制が完全に崩壊し、②検地帳に記載されたものを百姓と規定したので、兵農分離が進み、身分が固定化された。

問二　条約改正

明治政府にとって，対外政策においての大きな問題は，欧米諸国との間に結ばれていた不平等条約の改正問題であった。江戸幕府が結んだこの不平等条約を早急に改正することは，日本が近代国家として発展していくためには欠くことのできないものだった。

①岩倉使節団･･･明治政府の条約改正への動きは岩倉使節団の時が最初である。使節団派遣の目的は、「欧米諸国の元首を表敬訪問」「近代国家の制度や文化の調査・研究」そして「条約改正の予備交渉」の３つ。

しかし、条約改正の予備交渉は、交渉に必要な天皇の委任状を持って行くのを忘れるという大失態を演じるなど大失敗に終わった。

②寺島宗則･･･寺島宗則は、交渉を比較的順調に進めていたが、ハートレー事件、ドイツ検疫拒否事件らの日本国内からの反発も激しくなり、イギリスとドイツの反対によって「日米新通商条約」も締結できなくなった。

③井上馨･･･「井上改正案」は、治外法権の撤廃を主目的とし、関税自主権は一部回復を目指すというものだったが、ノルマントン号事件などの井上批判が高まり、やむなく各国に条約改正交渉の無期延期を通告した。

④大隈重信･･･井上が合同会議を行なっていたのに対し、大隈は条約改正に好意的な国から個別に交渉開始した。その結果、アメリカ・ドイツ・ロシアとの間では、改正条約の合意にまで達していた。

しかし、外国人裁判官の任用問題から、民権運動家らによる反対運動が展開されることとなり、大隈暗殺未遂事件で大隈は片足を負傷し、外務大臣を辞任した。

⑤青木周蔵･･･青木周蔵は、今までどおり治外法権の撤廃と関税自主権の一部回復を主眼に交渉を行なったが、治外法権に関して「対等合意」を目指したのが、今までの井上や大隈と異なる点である。

イギリスは「青木改正案」に同意したが、青木周蔵は、調印直前に起こった大津事件の責任をとって外相を辞任することになる。

しかし、大津事件の裁判結果は、国際的にも評価された。

⑥陸奥宗光･･･陸奥宗光は、「青木改正案」を踏襲して条約改正に着手。１９８４年に日英通商航海条約を締結することになり、治外法権は完全に撤廃することが出来た。

⑦小村寿太郎･･･小村寿太郎は、日英通商航海条約の満期に伴い、関税自主権の完全回復を目指して条約改正交渉を開始した。日本は日清・日露戦争の勝利を経て、国際的にも近代国家として認められ、日英同盟や日米紳士協約などにより、欧米諸国との協力関係も向上していた。

そのため、条約改正交渉は話が進み、新条約日米通商航海条約を締結し、関税自主権の完全回復を達成した。

そして、開国以来約５０年を経て日本は不平等条約撤廃を達成したのである。

